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１． 四半期財務情報の作成等に係る事項

２． 平成19年3月期第3四半期の財務・業績の概況（平成18年4月1日　～　平成18年12月31日）

(1) 経営成績（連結）の進捗状況

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年3月期第3四半期 24,772 △ 5.6 54 ― 77 ― △ 316 ―
18年3月期第3四半期 26,251 5.7 △ 120 ― △ 90 ― △ 666 ―
(参考)18年3月期 37,953 594 672 △ 281

円 銭 円 銭

19年3月期第3四半期 △ 11 49 ―
18年3月期第3四半期 △ 23 89 ―
(参考)18年3月期 △ 10 10 ―
(注)　売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。

(２) 財政状態（連結）の変動状況

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年3月期第3四半期 39,732 25,974 65.0 926 61
18年3月期第3四半期 39,675 25,944 65.4 931 18
(参考)18年3月期 37,670 26,548 70.5 953 40

【連結キャッシュ･フローの状況】

百万円 百万円 百万円 百万円

19年3月期第3四半期 1,198 △ 911 △ 210 2,643
18年3月期第3四半期 2,192 △ 1,843 △ 114 3,092
(参考)18年3月期 2,572 △ 2,697 △ 164 2,566

〔参　考〕
平成19年3月期の連結業績予想（平成18年4月1日　～　平成19年3月31日）

百万円 百万円 百万円

通 期 37,320 580 30
(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期)　 1円 8銭

平成19年3月期の個別業績予想（平成18年4月1日　～　平成19年3月31日）

百万円 百万円 百万円

通 期 22,080 740 380
(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期)　12円38銭

※上記の業績予想につきましては、本資料の発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項については、添付資料の2ページを
　参照してください。

営 業 利 益

潜在株式調整後1株当たり
四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

1 株 当 た り 四 半 期
( 当 期 ) 純 利 益

キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

総 資 産

売 上 高

自 己 資 本 比 率 １ 株 当 た り 純 資 産

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

投 資 活 動 に よ る営 業 活 動 に よ る

平成19年2月13日

(百万円未満切捨て)

キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る

キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物

期 末 残 高

経 常 利 益 四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

純 資 産

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有  ・○無  

② 最近連結会計年度からの会計処理の変更の有無  ：  有  ・○無  

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の状況     ：  有  ・○無  
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[経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等] 
 

当第3四半期における国内経済は、原油及び原材料価格の高騰や金利の上昇などの不安定要素はあるものの、

企業収益の改善や民間設備投資の増加に支えられ、景気は緩やかに回復しております。しかしながら、道内経

済においては、景気の低迷から緩やかながら持ち直しの動きが見られるものの、依然として先行きの不透明な

状況が続いております。 
このような状況下にあって、当第3四半期における事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりとなり

ました。 
 
①旅客自動車運送事業 
乗合運送事業は、利用者の減少傾向に対応すべく、運行系統や停留所の新設、運行回数の増回や経路変更等

を実施し、また、コンビニエンスストアでの予約制路線の乗車券発売や案内板等への外国語表記などを行い、

利便性の向上ときめ細かなサービスの提供に努めてまいりました。さらに、２階建バスによる定期観光コース

の新設など、積極的な増収策を行ってまいりましたが、過疎地域における輸送需要の減少や、収支改善を目的

とした不採算路線の合理化や廃止等により、減収となりました。 
貸切運送事業は、依然として続く過当競争による需給バランスの崩壊による影響はありましたが、積極的な

営業活動の展開と効率的な運行に努め、増収となりました。 
この結果、売上高は16,585百万円（対前年同期比0.4％減）、営業利益は350百万円（同257.3％増）となりま

した。 

②建設業 
建設業は、道内における公共事業予算縮減の影響や原材料価格の上昇、低価格による受注競争の過熱などの

厳しい状況が続いており、営業活動のさらなる強化にもかかわらず、減収となりました。 
この結果、売上高は4,589百万円（対前年同期比19.7％減）、営業損失は220百万円となりました。 

③清掃業・警備業 
 清掃業・警備業は、コストを無視した価格競争や、官庁の指定管理者制度および市場化テストの導入の影響

で経営環境は更に厳しさを増すなか、新規顧客の獲得に努めてまいりましたが、既存顧客の仕様変更や契約解

除があり、減収となりました。 
この結果、売上高は2,233百万円（対前年同期比0.4％減）、営業利益は13百万円（同1,090.8％増）となりま

した。 

④不動産事業 
不動産事業は、賃貸ビルについてはテナントの退去等はありましたが、既存施設を改修し賃貸物件として活

用したこともあり、増収となりました。仲介部門は大手不動産店舗との競合の影響を受け、減収となりました。 
この結果、売上高は666百万円（対前年同期比0.2％減）、営業利益は171百万円（同9.2％減）となりました。 

⑤観光事業 
 観光事業は、ニセコアンヌプリスキー場においては、夏期は潜在的需要の高いマウンテンバイクコースを開

設し集客に努めましたが、山頂駅付近における天候不順の影響を受け、減収となりました。スキーシーズンは

安定した天候に恵まれ、増収となりました。天狗山スキー場においては、夏期は路線バスとのセット券の販売

等が好調であったこと、また週末の天候に恵まれたことにより、増収となりました。冬期は、営業時間の延長

および整備期間の短縮による営業日の増加により、増収となりました。ホテル業においては、国内旅行動向の

変化による団体利用客の減少に加え、日帰り客が減少したことにより減収となりました。 
この結果、売上高は370百万円（対前年同期比0.4％増）、営業損失は178百万円となりました。 

⑥その他の事業 
 旅行業は、大口団体のツアーの受注が減少したことにより、前年実績に至らず減収となりました。公衆浴場

業は他の大規模浴場施設との競合による利用客の分散化傾向が続き、来客数が減少いたしました。自動車教習

所は、学校間の競争激化のなか宣伝活動及び法人に対する営業活動を積極的に行った結果、入校生が増加し、

増収となりました｡ 
 この結果、売上高は 3,562 百万円（対前年同期比 1.1％減）、営業損失は 50 百万円となりました。 

 
以上の結果、当第 3 四半期の業績は、売上高 24,772 百万円（対前年同期比 5.6%減）、営業利益は 54 百万円、

経常利益は 77 百万円、四半期純損失は 316 百万円となりました。 
 
（注）事業の種類別セグメントについては、13 ページに記載の通り、事業区分を変更しております。このため、 

①旅客自動車運送事業及び⑥その他の事業における売上高並びに営業損益の前年同期比については、前

年同四半期分を遡及修正した金額に基づき算出しております。 
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当社グループにおける売上高の季節的変動について 
 
①貸切運送事業は、通常の営業形態として、夏季の貸切バス需要が多いため、第 1 四半期及び第 2 四半期

の売上高が他の四半期に比べて高くなる季節的変動があります。 
②建設業は、通常の営業形態として、下期に完成する工事の割合が大きいため、第 3 四半期及び第 4 四半

期の売上高が他の四半期に比べて高くなる季節的変動があります。 
③観光事業は、スキー場営業期間の関係で、第 4 四半期の売上高が他の四半期に比べて高くなる季節的変

動があります。 
 
[財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等] 

キャッシュ・フローの状況 

当第 3 四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下｢資金｣という。)は、営業活動で 1,198 百万

円増加、投資活動で 911 百万円減少、財務活動で 210 百万円減少、その結果、第 3 四半期連結会計期間末に

は、2,643 百万円(対前年同期比 14.5%減)となりました。 

当第 3 四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によって得られた資金は 1,198 百万円で、前年同四半期と比べ 994 百万円(45.4％)の減少となり

ました。減少の主な要因は、前受金が 697 百万円、売上債権の回収が 532 百万円それぞれ増加したものの、

棚卸資産の取得による支出が 1,590 百万円増加したこと等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動に使用した資金は 911 百万円で、前年同四半期と比べ 931 百万円(50.6%)の減少となりました。

これは、有形固定資産の取得による支出が 894 百万円減少したこと等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動に使用した資金は 210 百万円で、前年同四半期と比べ、96 百万円(84.6％)の増加となりました。

これは、短期借入金の返済が 61 百万円増加したこと等によるものであります。 
 
[連結業績予想に関する定性的情報等] 

自動車運送事業営業収益は対前年減収を予想しておりましたが、その減収幅が縮小する状況であります。

しかしながら、建設業における競争が更に激化していることから、受注高が予想を大きく下回っております。 
よって、平成 18 年 11 月 13 日に公表しました平成 19 年 3 月期の通期連結業績予想の売上高、経常利益、

当期純利益を下方に修正いたします。 
 
（参考）：[個別業績予想に関する定性的情報等] 

自動車運送事業営業収益は対前年減収を予想しておりましたが、その減収幅が縮小する状況であります。 
よって、平成 18 年 11 月 13 日に公表しました平成 19 年 3 月期の通期業績予想の売上高、経常利益、当

期純利益を上方に修正いたします。 
 
 
 
 
 



　(要約)　四 半 期 連 結 貸 借 対 照 表   

科　　　　　目

当 四 半 期 前 年 同 四 半 期

増 減

( 参 考 )

(平成19年3月期 (平成18年3月期
平成18年3月期

第3四半期末) 第3四半期末)

金 額 金 額 金 額 増減率 金 額

（ 資 産 の 部 ） 千円 千円 千円 ％ 千円

流 動 資 産   

現 金 及 金 3,927,749び 預 3,810,779 116,970 3.1 3,666,433

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,395,066 3,687,326 △ 292,259 △ 7.9 4,645,048

有 価 証 券 9,302 9,291 10 0.1 9,292

た な 卸 資 産 4,330,199 2,925,656 1,404,542 48.0 690,701

繰 延 税 産 518,679金 資 491,073 27,606 5.6 432,748

短 期 貸 付 金 100,155 109,215 △ 9,060 △ 8.3 200

そ の 他 775,999 589,037 186,961 31.7 224,168

貸 倒 引 当 金 △ 3,015 △ 7,447 4,432 △ 59.5 △ 3,954

流 動 資 計 13,054,136産 合 11,614,931 1,439,204 12.4 9,664,638

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物 6,013,537 6,250,900 △ 237,362 △ 3.8 6,144,401

機 械 及 置 394,438び 装 458,208 △ 63,769 △ 13.9 435,189

車 両 運 搬 具 3,452,247 4,209,312 △ 757,064 △ 18.0 3,930,947

工 具 器 具 及 品 242,330び 備 284,225 △ 41,894 △ 14.7 259,026

土 地 10,868,133 10,897,622 △ 29,488 △ 0.3 10,897,622

建 設 仮 勘 定 3,613 28,338 △ 24,724 △ 87.2 28,338

有 形 固 定 資 計 20,974,301産 合 22,128,607 △ 1,154,305 △ 5.2 21,695,525

無 形 固 定 資 産 164,143 148,847 15,295 10.3 153,432

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 券 4,857,272価 証 5,030,219 △ 172,946 △ 3.4 5,419,849

長 期 貸 付 金 4,888 12,926 △ 8,038 △ 62.2 11,888

長 期 前 用 48,052払 費 57,316 △ 9,264 △ 16.2 54,655

繰 延 税 産 328,831金 資 366,041 △ 37,209 △ 10.2 354,945

そ の 他 362,477 367,830 △ 5,352 △ 1.5 363,402

貸 倒 引 当 金 △ 61,381 △ 50,772 △ 10,609 20.9 △ 47,771

投 資 そ の 他 の 資 計 5,540,140産 合 5,783,562 △ 243,421 △ 4.2 6,156,970

固 定 資 計 26,678,585産 合 28,061,017 △ 1,382,432 △ 4.9 28,005,928

資 産 合 計 39,732,721 39,675,949 56,772 0.1 37,670,567
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科　　　　　目

当 四 半 期 前 年 同 四 半 期

増 減

( 参 考 )

(平成19年3月期 (平成18年3月期
平成18年3月期

第3四半期末) 第3四半期末)

金 額 金 額 金 額 増減率 金 額

（ 負 債 の 部 ） 千円   千円 千円 ％ 千円

流 動 負 債   

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,441,783 3,386,511 55,271 1.6 2,101,027

短 期 借 入 金 552,569 80,000 472,569 590.7 418,859

未 払 費 用 636,556 646,188 △ 9,631 △ 1.5 532,677

未 払 法 等 113,760人 税 60,464 53,295 88.1 228,422

前 受 金 1,609,138 1,230,833 378,305 30.7 277,769

賞 与 引 当 金 362,678 403,314 △ 40,635 △ 10.1 786,815

完 成 工 事 補 償 引 当 金 4,522 6,743 △ 2,220 △ 32.9 11,138

工 事 損 失 引 当 金 ― 29,112 △ 29,112 △ 100.0 25,019

そ の 他 1,752,470 2,230,347 △ 477,876 △ 21.4 1,130,189

流 動 負 計 8,473,481債 合 8,073,515 399,966 5.0 5,511,919

固 定 負 債

繰 延 税 債 748,684金 負 829,225 △ 80,541 △ 9.7 944,035

退 職 給 付 引 当 金 3,881,351 4,047,067 △ 165,715 △ 4.1 3,875,558

役 員 退 職 引 当 金 350,690 330,032 20,657 6.3 344,858

そ の 他 303,991 291,624 12,366 4.2 289,143

固 定 負 計 5,284,717債 合 5,497,950 △ 213,232 △ 3.9 5,453,596

負 債 合 計 13,758,199 13,571,466 186,733 1.4 10,965,515

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

資 本 金 2,100,000 ― ― ― ―

資 本 剰 余 金 751,101 ― ― ― ―

利 益 剰 余 金 22,064,718 ― ― ― ―

自 己 株 式 △ 733,844 ― ― ― ―

株 主 資 計 24,181,974本 合 ― ― ― ―

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評 1,650,987価差額金 ― ― ― ―

評 価 ・ 換 算 差 額 計 1,650,987等 合 ― ― ― ―

少 数 株 主 持 分 141,560 ― ― ― ―

純 資 産 合 計 25,974,522 　― 　― ― 　―

負 債 純 資 産 合 計 39,732,721 ― ― ― ―
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科　　　　　目

当 四 半 期 前 年 同 四 半 期

増 減

( 参 考 )

(平成19年3月期 (平成18年3月期
平成18年3月期

第3四半期末) 第3四半期末)

金 額 金 額 金 額 増減率 金 額

（ 少 数 株 主 持 千円分 ）   千円 千円 ％ 千円

少 数 株 主 持 分 160,179 ― ― 156,187

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 2,100,000 ― ― 2,100,000

資 本 金 751,101剰 余 ― ― 751,101

利 益 金 22,092,752剰 余 ― ― 22,477,319

その他有価証券評価差額金 1,714,814 ― ― 1,943,051

自 己 株 式 △ 714,365 ― ― △ 722,606

資 本 合 計 25,944,303 ― ― 26,548,864

負債、少数株主持分及び資本合計 39,675,949 ― ― 37,670,567
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　(要約)  四 半 期 連 結 損 益 計 算 書   

科　　　　　目

当 四 半 期 前 年 同 四 半 期

増 減

( 参 考 )

(平成19年3月期 (平成18年3月期
平成18年3月期

第3四半期) 第3四半期)

金 額 金 額 金 額 増減率 金 額

千円 千円 千円 ％ 千円

売 上 高

自動車運送事業営業収益 16,517,489 16,565,011 △ 47,522 △ 0.3 22,173,038
完 成 工 事 高 4,349,521 5,558,231 △ 1,208,709 △ 21.7 10,040,801
そ の 他 事 業 営 業 収 益 3,905,924 4,128,431 △ 222,506 △ 5.4 5,739,886
売 上 高 合 計 24,772,936 26,251,675 △ 1,478,738 △ 5.6 37,953,726

売 上 原 価

自 動 車 運 送 事 業 営 業 費 14,230,109 13,878,255 351,854 2.5 18,493,235
完 成 工 事 原 価 4,133,993 5,286,127 △ 1,152,133 △ 21.8 9,313,180
そ の 他 事 業 営 業 費 4,437,740 5,250,080 △ 812,339 △ 15.5 6,943,927
売 上 原 価 合 計 22,801,844 24,414,463 △ 1,612,619 △ 6.6 34,750,343
売 上 総 利 益 1,971,092 1,837,211 133,880 7.3 3,203,382

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

自動車運送事業一般管理費 643,093 675,603 △ 32,509 △ 4.8 886,151
建 設 業 一 般 管 理 費 470,852 458,514 12,337 2.7 601,545
その他事業販売費及び一般管理費 802,514 824,002 △ 21,488 △ 2.6 1,121,026
販売費及び一般管理費合計 1,916,459 1,958,121 △ 41,661 △ 2.1 2,608,723
営 業 利 益 54,632 △ 120,909 175,541 ― 594,659

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,712 994 718 72.2 4,279
受 取 配 当 金 38,882 38,878 3 0.0 38,931
奨 励 金 6,960 8,195 △ 1,235 △ 15.1 12,453
そ の 他 23,711 20,077 3,633 18.1 31,214
営 業 外 収 益 合 計 71,265 68,145 3,120 4.6 86,878

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,239 2,180 2,059 94.5 3,201
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 44,393 35,201 9,191 26.1 4,422
そ の 他 162 295 △ 132 △ 44.8 1,117
営 業 外 費 用 合 計 48,796 37,676 11,119 29.5 8,741
経 常 利 益 77,102 △ 90,440 167,542 ― 672,796

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 14,067 71,660 △ 57,593 △ 80.4 71,796
投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,569 33,486 △ 26,916 △ 80.4 33,486
補 助 金 収 入 5,884 9,489 △ 3,605 △ 38.0 35,228
そ の 他 19,181 32,097 △ 12,915 △ 40.2 26,167
特 別 利 益 合 計 45,704 146,734 △ 101,030 △ 68.9 166,679

特 別 損 失

固 定 資 産 売 ・ 除 却 損 88,237 72,021 16,216 22.5 90,474
固 定 資 産 圧 縮 損 2,969 3,738 △ 769 △ 20.6 27,489
減 損 損 失 20,669 514,557 △ 493,888 △ 96.0 514,557
そ の 他 52,644 5,679 46,964 826.9 181,106
特 別 損 失 合 計 164,519 595,996 △ 431,476 △ 72.4 813,627
税金等調整前四半期(当期)純利益 △ 41,713 △ 539,702 497,988 ― 25,848
法人税、住民税及び事業税 238,078 96,903 141,175 145.7 257,405
少 数 株 主 利 益 ( 控 除 ) 36,901 29,434 7,466 25.4 49,917
四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 △ 316,693 △ 666,040 349,346 ― △ 281,473
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　四半期連結株主資本等変動計算書  

当四半期（平成19年3月期第3四半期）

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産
合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

前期末残高
(千円)

2,100,000 751,101 22,477,319 △ 722,606 24,605,813 1,943,051 1,943,051 156,187 26,705,052

当四半期変動額

剰余金の配当 △ 95,907 △ 95,907 △ 95,907

四半期純損失 △ 316,693 △ 316,693 △ 316,693

自己株式の取得 △ 11,237 △ 11,237 △ 11,237

株主資本以外の
△ 292,064 △ 292,064 △ 14,626 △ 306,691項目の当四半期

変動額(純額)

当四半期変動額
合計(千円)

― ― △ 412,600 △ 11,237 △ 423,838 △ 292,064 △ 292,064 △ 14,626 △ 730,529

当四半期末残高
(千円)

2,100,000 751,101 22,064,718 △ 733,844 24,181,974 1,650,987 1,650,987 141,560 25,974,522
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　四 半 期 連 結 剰 余 金 計 算 書  

科　　　　　目

前 年 同 四 半 期 ( 参 考 )

(平成18年3月期
平成18年3月期

第3四半期)

金 額 金 額

千円 千円

( 資 本 剰 余 金 の 部 )

資 本 高 751,101剰 余 金 期 首 残 751,101

資本剰余金四半期 )残高 751,101末(期末 751,101

( 利 益 剰 余 金 の 部 )

利 益 高 22,860,526剰 余 金 期 首 残 22,860,526

利 益 剰 余 金 減 少 高 767,773 383,207

四 半 期 （ 当 期 ） 失 666,040純 損 281,473

配 当 金 96,483 96,483

役 員 5,250賞 与 5,250

利益剰余金四半期 )残高 22,092,752末(期末 22,477,319
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 (要約)四半期連結キャッシュ･フロー計算書 

当 四 半 期 前 年 同 四 半 期 ( 参 考 )

(平成19年3月期 (平成18年3月期
平成18年3月期

第3四半期) 第3四半期)

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 金 額 金 額 金 額

   Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー 千円 千円 千円

税 金 等 調 整 前 四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 △ 41,713 △ 539,702 25,848
減 価 償 却 費 1,403,667 1,721,694 2,310,286
減 損 損 失 20,669 514,557 514,557
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 （ △ は 減少 額） 12,671 1,422 △ 5,072
賞 与 引 当 金 の 減 少 額 △ 424,136 △ 391,202 △ 7,701
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 5,793 187,729 16,220
役員退職引当金の増加額（△は減少額） 5,831 △ 47,506 △ 32,680
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 40,594 △ 39,872 △ 43,210
支 払 利 息 4,239 2,180 3,201
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 44,393 35,201 4,422
有 形 固 定 資 産 売 却 益 △ 14,067 △ 71,660 △ 71,796
有 形 固 定 資 産 除 却 損 67,511 30,093 35,314
売 上 債 権 の 減 少 額 （ △ は 増 加 額 ） 1,245,407 712,572 △ 242,438
た な 卸 資 産 の 減 少 額 （ △ は 増 加 額 ） △ 3,638,825 △ 2,048,686 179,638
流動資産・その他の減少額（△は増加額） △ 579,173 △ 266,198 126,132
仕 入 債 務 の 増 加 額 1,340,705 1,449,040 163,556
未 払 費 用 の 増 加 額 （ △ は 減 少 額 ） 103,353 79,087 △ 34,652
前 受 金 の 増 加 額 （ △ は 減 少 額 ） 1,331,369 634,301 △ 318,761
流動負債・その他の増加額（△は減少額） 665,779 344,853 △ 5,593
役 員 賞 与 の 支 払 額 - △ 5,250 △ 5,250
そ の 他 △ 31,629 23,329 115,857

小　　　　　　　　　　　　　　　　　計 1,481,250 2,325,985 2,727,878
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 40,594 39,872 43,210
利 息 の 支 払 額 △ 3,713 △ 2,623 △ 3,415
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 320,103 △ 170,556 △ 195,561
  営業活動によるキャッシュ･フロー 1,198,028 2,192,678 2,572,112

   Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 1,033,879 △ 926,876 △ 1,191,636
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 1,016,476 826,473 1,068,029
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 831,004 △ 1,725,298 △ 2,660,198
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 53,346 98,076 105,958
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 90 △ 100 △ 130
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 22,600 33,825 33,823
貸 付 け に よ る 支 出 △ 100,000 △ 109,000 △ 279,000
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 7,045 16,520 296,573
投資その他の資産の取得による支出 △ 130 △ 100 △ 399
投資その他の資産の売却・解約による収入 - 4,633 5,928
そ の 他 △ 45,702 △ 61,350 △ 76,119
  投資活動によるキャッシュ･フロー △ 911,338 △ 1,843,196 △ 2,697,170

   Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ 61,000 － △ 19,000
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 11,320 △ 9,762 △ 41,629
親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 △ 93,327 △ 96,483 △ 96,483
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 10,350 △ 7,763 △ 7,763
消却のための子会社株式取得による支出 △ 34,480 － －
  財務活動によるキャッシュ･フロー △ 210,477 △ 114,008 △ 164,875

   Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△は減少額） 76,212 235,473 △ 289,933
   Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,566,877 2,856,810 2,856,810
   Ⅵ 現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 2,643,089 3,092,284 2,566,877
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

すべての子会社(15 社)を連結しております。 

主要な連結子会社名 

空知中央バス㈱、札幌第一観光バス㈱、㈱泰進建設、中央ビルメンテナンス㈱、 

中央バス観光商事㈱ 

 

２．持分法の適用に関する事項 

すべての関連会社(４社)に持分法を適用しております。 

主要な持分法適用関連会社名 

㈱ホテル日航アンヌプリ、㈱ニュー三幸 

 

３．連結子会社の第３四半期決算日等に関する事項 

連結子会社の第３四半期決算日は、第３四半期連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券 

・満期保有目的債券 

償却原価法 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

第３四半期決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(ロ)たな卸資産 

評価基準 

原価法 

評価方法 

先入先出法。 

ただし、建設業については個別法を採用しております。 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却方法 

定率法。 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ２～50 年 

車 両 運 搬 具 ２～６年 

 

(3)重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 
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(ロ)賞与引当金の計上基準 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づく第３四半期負担額を計上しており

ます。 

(ハ) 退職給付引当金の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき当第３四半期末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15 年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしております。 

(ニ)役員退職引当金の計上基準 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく第３四半期末要支給額を計上してお

ります。 

 

(4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(5)消費税等の会計処理方法 

消費税等(消費税及び地方消費税)の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

５．四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

６．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

７．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれん及び負ののれんは、金額が僅少なため発生年度に全額償却する方法によっております。 

 

 

会計処理の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当第３四半期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成 17 年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 25,832,961 千円であります。 
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 (セグメント情報) 

 【事業の種類別セグメント情報】 

当四半期(平成19年３月期第３四半期) 

 

旅客自動車

運送事業 

(千円) 

建設業 

(千円) 

清掃業・

警備業 

(千円)

不動産事業

(千円)

観光事業

(千円)

その他の

事業 

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 

全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

  売上高及び 

  営業損益 
   

  売上高    

 (1) 外部顧客に対 

   する売上高 
16,517,489 4,349,521 1,494,531 367,232 353,218 1,690,942 24,772,936 ― 24,772,936

 (2) セグメント間の 

   内部売上高又は 

   振替高 

67,968 240,328 738,765 298,878 17,009 1,871,249 3,234,199 (3,234,199) ―

計 16,585,458 4,589,849 2,233,297 666,110 370,228 3,562,191 28,007,136 (3,234,199) 24,772,936

  営業費用 16,234,817 4,810,401 2,219,762 495,080 549,170 3,613,062 27,922,295 (3,203,991) 24,718,304

  営業利益又は 

  営業損失(△) 
350,640 △220,551 13,535 171,030 △178,942 △50,870 84,841 (30,208) 54,632

 

前年同四半期(平成18年３月期第３四半期) 

 

旅客自動車

運送事業 

(千円) 

建設業 

(千円) 

清掃業・

警備業 

(千円)

不動産事業

(千円)

観光事業

(千円)

その他の

事業 

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 

全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

  売上高及び 

  営業損益 
   

  売上高    

 (1) 外部顧客に対 

   する売上高 
16,565,011 5,558,231 1,553,721 367,326 354,011 1,853,372 26,251,675 ― 26,251,675

 (2) セグメント間の 

   内部売上高又は 

   振替高 

71,906 155,819 688,297 300,054 14,701 2,403,447 3,634,227 (3,634,227) ―

計 16,636,918 5,714,050 2,242,019 667,380 368,713 4,256,820 29,885,902 (3,634,227) 26,251,675

  営業費用 16,540,983 5,897,945 2,240,882 479,082 564,759 4,258,430 29,982,085 (3,609,500) 26,372,584

  営業利益又は 

  営業損失(△) 
95,934 △183,895 1,136 188,297 △196,046 △1,609 △96,182 (24,727) △120,909

 
(参考)平成18年３月期 

 

旅客自動車

運送事業 

(千円) 

建設業 

(千円) 

清掃業・

警備業 

(千円)

不動産事業

(千円)

観光事業

(千円)

その他の

事業 

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 

全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

  売上高及び 

  営業損益 
   

  売上高    

 (1) 外部顧客に対 

   する売上高 
22,173,038 10,040,801 2,028,957 491,454 726,231 2,493,241 37,953,726 ― 37,953,726

 (2) セグメント間の 

   内部売上高又は 

   振替高 

90,981 174,659 988,651 548,970 18,123 3,299,750 5,121,137 (5,121,137) ―

計 22,264,020 10,215,461 3,017,609 1,040,425 744,354 5,792,991 43,074,863 (5,121,137) 37,953,726

  営業費用 22,081,939 10,098,119 3,002,784 603,081 949,562 5,716,514 42,452,001 (5,092,934) 37,359,066

  営業利益又は 

  営業損失(△) 
182,081 117,341 14,825 437,344 △205,207 76,477 622,862 (28,203) 594,659
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(事業区分の変更) 

   ｢バス運行受託業｣については、従来、｢その他の事業｣に含めて処理しておりましたが、当四半期から「旅客自動車運送事業」

に含めて処理する方法に変更いたしました。この変更は、｢バス運行受託業｣の金額的重要性が増加したため、事業区分をより明

瞭に表示するため行ったものであります。この結果、従来と同様の事業区分によった場合の当四半期の事業の種類別セグメント

情報に与える影響額は次のとおりであります。 

 

旅客自動車

運送事業 

(千円) 

建設業 

(千円) 

清掃業・

警備業 

(千円) 

不動産事業

(千円)

観光事業

(千円)

その他の

事業 

(千円)

計 

(千円) 

消去又は 

全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

外部顧客に対する売上

高の増減額 
△14,545 ― ― ― ― 14,545 ― ― ―

セグメント間の内部売

上高又は振替高の増減

額 

△1,251 ― ― ― ― 766,599 765,348 △765,348 ―

営業費用の増減額 19,535 ― ― ― ― 747,063 766,599 △766,599 ―

営業利益又は営業損失

(△)の増加額 
△35,332 ― ― ― ― 34,081 △1,251 1,251 ―

 

なお、前年同四半期において当四半期の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。 

前年同四半期(平成18年３月期第３四半期) 

 

旅客自動車

運送事業 

(千円) 

建設業 

(千円) 

清掃業・

警備業 

(千円)

不動産事業

(千円)

観光事業

(千円)

その他の

事業 

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 

全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

  売上高及び 

  営業損益 
   

  売上高    

 (1) 外部顧客に対 

   する売上高 
16,579,514 5,558,231 1,553,721 367,326 354,011 1,838,869 26,251,675 ― 26,251,675

 (2) セグメント間の 

   内部売上高又は 

   振替高 

71,906 155,819 688,297 300,054 14,701 1,763,068 2,993,848 (2,993,848) ―

計 16,651,421 5,714,050 2,242,019 667,380 368,713 3,601,938 29,245,523 (2,993,848) 26,251,675

  営業費用 16,553,291 5,897,945 2,240,882 479,082 564,759 3,605,742 29,341,705 (2,969,121) 26,372,584

  営業利益又は 

  営業損失(△) 
98,129 △183,895 1,136 188,297 △196,046 △3,804 △96,182 (24,727) △120,909
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